
平成25年4月1日から平成26年3月31日までの随意契約
【選挙管理委員会事務局】

担当課 契約名称 契約日
契約の相手方

の名称
契約の相手方の住所 契約金額（円） 随意契約によることとした理由

選挙管理委
員会事務局

選挙のお知らせ文
書印刷業務
（参議院議員選挙）

平成25年6月26日
竹田印刷株式
会社

八尾市若林町2－143 610,680円

従前より「選挙のお知らせ」は、「市政だより特別号」として作成
している。統一性等の観点からも、市政だよりの受託業者であ
る同社と契約することが適切であったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）

選挙管理委
員会事務局

期日前投票所に
かかる庁舎警備業
務
（参議院議員選挙）

平成25年7月4日
伸和サービス株
式会社

大阪市北区天神橋7-7-5 633,691円

庁舎内に設置した期日前投票所にかかる警備業務を円滑かつ
的確に行うためには、庁舎の警備業務の受託業者である同社
と契約することが適切であったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）

選挙管理委
員会事務局

入場整理券等印刷
関連業務
（参議院議員選挙）

平成25年5月24日
レスター工業株
式会社

大阪市中央区糸屋町2-3-
2

1,733,441円

大量のデータを限られた時間内で正確に処理することが求め
られる当該業務で、本市の規格に適した機械を有するなど一
連の作業要件を満たす業者は同社のみであったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

選挙管理委
員会事務局

公営選挙ポスター掲
示場設置業務（作
製、保守及び撤去含
む）
（参議院議員選挙）

平成25年6月5日
末広電機産業
株式会社

八尾市久宝寺1-1-47 4,935,000円
競争入札を実施したが、落札者が無かったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第8号該当）

選挙管理委
員会事務局

選挙公報及び選挙
啓発冊子の配布業
務
（参議院議員選挙）

平成25年6月28日 株式会社読宣 大阪市北区野崎町5-9 3,303,300円

本市の住宅事情に精通し、実績もあり、ごく短期間で正確に配
布するノウハウを備えていることや、経済性の観点からも競争
入札に適さなかったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

選挙管理委
員会事務局

期日前投票、不在者
投票業務及び開票
所業務の労働者派
遣業務
（参議院議員選挙）

平成25年6月21日
ヒューマンステージ
株式会社
東大阪支店

東大阪市足代3-1-7 4,185,863円

短期労働者派遣業務を取り扱う業者が少なかったことに加え、
全国同一時期における国政選挙であり、早期に契約しなけれ
ば人材の確保が困難となり、選挙の執行に支障をきたす恐れ
があったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）
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選挙管理委
員会事務局

投票業務及び開票
業務の労働者派遣
業務
（参議院議員選挙）

平成25年6月28日
株式会社
ナジック・アイ・サ
ポート

京都市下京区烏丸通七条下
ル東塩小路町735

2,259,144円

短期労働者派遣業務を取り扱う業者が少なかったことに加え、
全国同一時期における国政選挙であり、早期に契約しなけれ
ば人材の確保が困難となり、選挙の執行に支障をきたす恐れ
があったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第6号該当）

選挙管理委
員会事務局

開票会場設営業務
（参議院議員選挙）

平成25年7月18日
日本通運株式会社
天王寺支店 八尾市神武町2-24 2,266,404円

同社は本市における選挙事務で長年の実績を有し、非常に広
い会場においてごく短時間で的確かつ効率的な設営を行うこと
ができる豊富なノウハウを持っており、同社以外では迅速かつ
的確な会場設営は困難であったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

選挙管理委
員会事務局

開票会場の借上
（参議院議員選挙）

平成25年7月20日
公益財団法人
八尾体育振興会

八尾市青山町3-5-24 835,775円

同施設は、市のほぼ中心部に位置しており、開票作業が効率
的に行えること及び開票作業に適した大規模施設が他にない
ため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）

選挙管理委
員会事務局

投票所及び開票所
の仮設電気設備の
借上
（参議院議員選挙）

平成25年7月17日 ハヤタ電気商会 八尾市教興寺7-61 535,500円

同社は、投・開票会場となる施設の状況をよく把握し、豊富な
経験とノウハウを持っており、同社でなければ限られた時間
で、迅速かつ的確に電気設備の調達・設置を円滑に進めること
は困難だったため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号該当）
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